
大阪府北部地震及び台風などによる一部損 

壊家屋への府の独自支援策を求める意見書 

 

本年６月以降、大阪北部地震、西日本豪雨、台風２１号・２４号な

ど、大阪府民の被災が激甚となっている。日常生活の苦しさに加え、

連続する災害で、府民の生活は一層疲弊していると言わざるを得ない。

とりわけ北部地震や台風２１号・２４号による家屋の損壊は激甚であ

り、台風２１号では大阪府内自治体の罹災証明願いの総数は５４，０

００件を超えている。 

高槻市における北部地震による全壊・大規模半壊家屋への国の被災

者生活再建支援法適用（全壊３００万円・大規模半壊１５０万円）の

決定を受け、大阪府は府内自治体の同規模の被災者に対し、支援法に

相当する「府独自支援策」を市町村と協力して創設するとされ、本市

においても約２０件の対象者に府・市が共同して支援を行う方向で検

討されている。 

一方、本市においても罹災証明願いの件数が１２，０００件にも及

ぶなど、大阪府全体の家屋被災との関係でいえば、まだまだ府独自策

は不十分である。本市を含め、家屋の一部損壊に対して独自の家屋改

修費用への支援を判断している自治体がある一方で、何の支援策も立

てられない自治体も多い中、「同じ府内に住みながら、住んでいる市

町村により支援のなかみが違うのか。不合理だ」との声も上がってい

る。このようなもと、大阪府がさらに一歩踏み出し、府内での地震・

台風等による一部損壊家屋も対象とする支援策が強く求められると

ころである。 

とりわけ、台風２１号による家屋等への被害の復旧については、そ

の件数などから数年の期間がかかるともいわれており、さらなる府独

自の支援策が必要である。 

ついては、大阪府において市町村と協議しながら、全壊・大規模損

壊にとどまらず、一部損壊家屋についても府独自の支援策を創設され

るよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出します。 
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